
NEDOにおける追跡調査・評価について

平成２４年３月２３日

(独)新エネルギー・産業技術総合開発機構 (NEDO)
評価部
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資料４



（NEDO技術評価実施規程第５条）

成果を挙げるNEDO

利用しやすいNEDO

分かりやすく情報発信するNEDO Plan(企画・査定)

企画

See(評価)

技術評価

Do(運営)

プロジェクトマネジメント

最適な
プロジェクト運営

-業務の高度化等の自己改革の推進

-社会に対する説明責任を履行するとともに、
経済・社会ニーズを取り込む

-評価結果を資源配分に反映させ、
資源の重点化及び業務の効率化を促進する

Plan-Do-Seeのマネジメントサイクルによる最適なプロジェクト運営を行う。
「最適なマネジメントサイクル」 「イノベーションの促進」

技術評価の目的
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PDSサイクルを深化させ、
高度な研究開発マネジ
メントを実践する。
(NEDO第2期中期計画)



企画立案 ／ 公募・選定 プロジェクト実施中 プロジェクト終了後

事前評価
開始の前年に実施

・技術動向等の調査

・基本計画の策定

・必要性や目標設定の評価

事後評価 追跡調査・評価中間評価

・プロジェクトの加速・重点
化、縮小・中止等の計画見
直しに反映

研究開発マネジメントガイドライン/アクションチックリスト
※評価結果から得られる多くの研究開発マネジメント上の知見・教訓を体系的に整理し、
とりまとめたもの （平成１８年４月、平成２０年４月、平成２１年６月、平成23年4月改訂）。今後のプ
ロジェクトマネジメントへフィードバックさせている。また、アクションチェックリストを平成23年度に
新規作成、事前評価等で活用。

事前評価及び
採択審査へ反映

５年以上のプロジェクトについ
て、３年目程度に実施

・プロジェクトの進捗評価

※中間目標の達成度の把握、周
辺技術動向等の変化を

踏まえた改善・見直しの提言

プロジェクトの終了時
（終了年の翌年または終了年に

実施)

プロジェクト終了後、５年間実施

・成果の実用化・市場化状況等
の調査・評価（終了後５年間）
→アウトカム

※研究成果の社会への貢献に
ついて調査、評価

・成果の情報発信

・説明責任の向上

・マネジメントに反映

・知見、教訓を以後のプロ
ジェクトの企画、運営に反
映事前評価の視点

を提示

・プロジェクトの成果や
実用化見通しの評価
→アウトプット

※研究成果の客観的評価
（達成度、成果の意義等）
※中期計画の指標

技術評価システムの概要
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・外部有識者成る審査委員に
よる審査

・産学官の最適なﾌﾟﾚｰﾔｰに
よるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ﾌｫｰﾒｰｼｮﾝの
構築

採択審査

NEDOの技術評価は「NEDO技術
評価実施規定」に基づき実施



NEDO研究評価委員会

・評価案件ごとに分科会を設置

・審議により評価報告書を確定し、

理事長へ報告

分科会

・外部の専門家、有識者で構成

・プロジェクトの研究評価を実施

（評価コメントを作成、評点付け）

（実質的な評価の場）

・ 評価報告書（案）を作成

評価報告書の取扱い

・NEDO webサイトで国民に公開

評価委員

研究開発成果の技術的、経済的、社会的意義につ
いて評価できるNEDO外部の専門家、有識者
「学識経験者」「民間事業者」「一般有識者」

プロジェクト推進・
実施部門

NEDOプロジェクト担当部、プロジェクトの実施機関

事務局 NEDO評価部

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者プロジェクトの説明

国 民

評価結果公開

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ
評価事務局

技術評価委員会

推進部署

評価結果の事業等への反映

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者プロジェクトの説明

国 民

評価結果公開

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ
評価事務局

研究評価委員会

推進部署
評価結果の事業等への反映

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者プロジェクトの説明

国 民

評価結果公開

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ
評価事務局

技術評価委員会

推進部署

評価結果の事業等への反映

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者プロジェクトの説明

国 民

評価結果公開

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ
評価事務局

研究評価委員会

推進部署
評価結果の事業等への反映

委員会（研究評価委員会及び分科会）は、「ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程」等に基づき実施（中間評価・事後評価）

多面的視野で適切な評価を実施

評価の実施体制と手順（中間評価・事後評価）
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追跡調査・評価の目的、進め方
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ナショナルプロジェクトの成果の広がりを把握するため、企業を中心とした参加機関を対象として、プロジェクト終了後
５年間の追跡調査を実施。

目的 : ①国民に対する説明責任の向上

②業務運営管理の見直し

③技術開発戦略への反映

NEDO内での
ディス カッションﾂｰﾙ

○成功要因分析、非継続
及び継続後中止した要因
分析 (ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨ等)

○「プロジェクト別短期的
アウトカム概要集(5年間

の追跡調査結果のサマリー)」

マネジメント向上への活用

・NEDO職員で教訓を共有

・運営管理の見直し（マネジメント
の改善、事前評価の充実）

・マネジメントガイドライン /
アクションチェックリスト

アウトカム調査への活用

・特定分野に絞った詳細な
アウトカム調査

簡易追跡調査

参加機関単位

期間：５年間
頻度：
隔年度（１，３，５年後
の状況を調査）

方法：アンケート

内容：
・現状段階（研究、

技術開発、製品化、
上市段階)の確認

・公共財的成果
・特許、論文、受賞等

詳細追跡調査

参加機関単位

対象：

・上市・製品化した
企業

・継続的な取組を
中止した企業

方法：

アンケート、必要に
応じてヒアリング

内容：

・上市・製品化に至
った要因

・中止に至った要因

追跡評価

方法：・NEDOの自己評価
・研究評価委員会で
報告、審議

観点：・国民への説明責任／
運営管理の見直し／
技術開発戦略への
反映

NEDO成果の情報発信

・上市事例集及び実用化ドキュメ
ントをNEDOホームページ掲載

事前準備調査

参加機関単位

時期：
プロジェクト終了時

方法：
アンケート

内容：
・ 現 状 段 階 ( 研 究 、
技術開発、製品化 、
上市段階)の確認

・継続/非継続の要因

・波及効果の有無とそ
の内容、等

現状の把握 原因の把握終了時の計画 効果や改善点の把握
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プロジェクトの評価の時期

追跡調査期間

事前評価 中間評価 事後評価

簡易・詳細追跡調査

追跡調査

事前
調査

簡易・詳細調査

１年目調査 ３年目調査 ５年目調査

追跡調査は、全てのナショナルプロジェクトが対象。
プロジェクトが終了したその翌年、①事前調査を行い その後(隔年で) ②１年目調査、③３年目調査、

④５年目調査を実施している。

プロジェクト期間



【追跡調査対象範囲】
• 追跡調査の対象となる範囲は、NEDOからの資金を得てナショナルプロジェクトに参加した機関（委託先、再委託先、助成先等）。

• 企業についてはプロジェクトに参加したすべての機関が追跡調査の対象。また、参加機関が複数の機関等によって構成されている場合（例えば、
技術研究組合における組合員企業）は、各構成機関についても追跡調査の対象。企業以外の大学、独立行政法人、公益法人、海外法人等につ
いては、プロジェクトにおいて中心的役割を担った機関（プロジェクトリーダーが所属していた機関等）、その他NEDOが必要と判断した機関が追跡
調査の対象。

• プロジェクト終了前に実施体制から外れた機関についても、原則、追跡調査の対象。

• 追跡調査対象機関が保有するプロジェクトの成果が、第三者に承継された場合（法人間の合併、特許権等の譲渡等）は、承継先機関についても、
原則、追跡調査の対象。

【追跡調査対象外】
• 委託先であっても研究開発要素の少ないもの、例えば市場調査やLCA調査等を実施した機関は調査対象外。
• 外注先や請負先等は対象外。
• 研究協力先(サンプル提供先等）は対象外。

NEDO

企業・大学

・市場調査

・LCA調査

企業、大学･独法 (一部)、
公益法人 (一部)

委託先

企業・大学

・市場調査

・LCA調査

企業、大学･独法 (一部)、
公益法人 (一部)

委託先

技術研究組合

構成企業 A
構成企業 B

再委託先再委託先 共同実施先共同実施先

外注先・請負先外注先・請負先

研究協力先

・サンプル提供

・アドバイス

研究協力先

・サンプル提供

・アドバイス

助成先助成先

追跡調査対象機関追跡調査対象機関
再委託先の

共同実施先

再委託先の

共同実施先

助成先の

共同実施先

助成先の

共同実施先

助成先の委託先助成先の委託先

※NEDOと各機関との関係は、委託契約、交付規程等における名称を使用しています。

追跡調査・評価の対象範囲と研究実施者への周知
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研究実施者への追跡調
査・評価の周知

・公募時に周知

・契約約款に協力事項として
記載



◆追跡調査・評価の実績 計８１０件(のべ８１０プロジェクト)
＊すべてのプロジェクトに対し、プロジェクト終了後５年間追跡調査を実施している。

平成１８年度までは毎年調査、平成１９年度以降は隔年調査。

◆追跡調査・評価の開始 ：平成16年度から開始

追跡調査・評価の実績
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年度 対象件数
(プロジェクト数)

対象プロジェクト

平成１６年度 ５６件 平成１５、１４、１３年度終了ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

平成１７年度 １１０件 平成１６、１５、１４、１３年度終了ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

平成１８年度 １６８件 平成１７、１６、１５、１４、１３年度終了ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

平成１９年度 １５４件 平成１８、１７、１５、１３年度終了ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

平成２０年度 １０５件 平成１９、１８、１６、１４年度終了ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

平成２１年度 １２３件 平成２０、１９、１７、１５年度終了ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

平成２２年度 ９４件 平成２１、２０、１８、１６年度終了ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

平成２３年度 １０１件 平成２２、２１、１９、１７年度終了ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ



◆マネジメントの改善に関する情報

◆成果の広がりに関する情報

追跡調査・評価で捉えている主な指標
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事前準備調査 簡易追跡調査 詳細追跡調査

研究開発フェーズ(研究、

開発、製品化、上市、
非継続)

研究開発フェーズ(研究、

開発、製品化、上市、
中止)

上市・製品化に至った
製品の現状と今後の見
込み

継続/非継続の要因 特許、論文、受賞 売り上げの有無、額

波及効果の有無とその
内容

公共財的成果(ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰ
ｽ、国際標準化等)

上市・製品化に至った
要因

人材育成効果 成果の譲渡の有無 中止に至った要因

経営層や事業部門の
関与の時期

社内の組織戦略上の
位置づけ

NEDOへの要望

技術力ポジションの変
化

技術力ポジションの変
化

得られたメリット(課題の

克服、スピードアップ、
ネットワーク等)



簡易追跡調査で、新たに

上市、製品化、実施後中止

が判明した企業、及び、

事前準備調査で非実施が

判明した企業を対象に詳細

追跡調査を実施。

平成22年度の追跡調査結果
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対象 状況 企業 大学 独法 その他 計

H16年度
終了
17PJ

送付数 43 7 3 1 54

回収数 43 7 3 1 54

回収率 100% 100% 100% 100% 100%

H18年度
終了
30PJ

送付数 190 20 4 5 219

回収数 190 20 4 5 219

回収率 100% 100% 100% 100% 100%

H20年度
終了
12PJ

送付数 52 3 5 1 61

回収数 52 3 5 1 61

回収率 100% 100% 100% 100% 100%

合計
59PJ

送付数 285 30 12 7 334

回収数 285 30 12 7 334

回収率 100% 100% 100% 100% 100%

対象 状況 企業 大学 独法 その他 計

H21年度
終了
23PJ

送付数 158 19 9 6 192

回収数 158 19 9 6 192

回収率 100% 100% 100% 100% 100%

簡易追跡調査の対象

事前準備調査の対象

調査票種別 状況

詳細上市・
製品化

送付数 36

回収数 36

回収率 100%

詳細中止

送付数 37

回収数 37

回収率 100%

詳細非実施

送付数 44

回収数 44

回収率 100%

計

送付数 117

回収数 117

回収率 100%

簡易追跡調査票
回収数（企業）

285

内
訳

上市・製品化 36

中止 37

継続中 212

事前準備調査票
回収数（企業） 158

内
訳

非実施 44

継続 114

詳細追跡調査の対象


